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１ 募集の目的  

松茂町放課後児童クラブ（以下「クラブ」という。）の管理について、運営業務を効果

的かつ効率的に行うこと等住民サービスの向上を図るため、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 244 条の 2 第 3 項、松茂町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関す

る条例（平成１７年松茂町条例第８号）及び松茂町放課後児童クラブの設置及び管理に関

する条例（平成３１年松茂町条例第１１号）（以下「条例」という。）第６条の規定に基

づき、次のとおり指定管理者の募集を行うものとします。 

なお、本業務に係る消費税及び地方消費税は、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

第６条第１項及び別表第２第７号に該当するため、非課税として取り扱うものとします。 

 

２ 施設の概要 

⑴ 名称及び所在地  町内の放課後児童クラブ３施設 
 

名称 

 

所在地 

 

松茂町東部児童クラブ 

 

松茂町笹木野字八北開拓224番地 

 
松茂町松茂児童クラブ 

 
松茂町笹木野字山上77番地１ 

 

松茂町喜来児童クラブ 

 

松茂町中喜来字前原西一番越７番地 

   

⑵ 施設の設置目的 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第２項及び第３４条の８の規定に 

基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない児童（これに準ずる児童含む。）に対し、 

授業の終了後に適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業を実施する

ために、クラブを設置しています。 

 

⑶ 各クラブ施設の概要 

各クラブ施設の概要は、「松茂町放課後児童クラブ運営管理仕様書」（以下「仕様書」

という。）を参照してください。 

 

３ 管理の基準 

⑴ 基本的な考え方 

クラブの運営管理については、施設の設置目的を十分理解し、関係法令等を遵守するも 

のとします。また、利用者の平等な利用を確保し、利用者のニーズに応じたサービスの提

供に努めるため、一括管理による効率的な運営を行うこととします。 

 

⑵ 業務の再委託 

業務の全部又は主要な部分を委託し、請け負わせてはなりません。ただし、業務の一部 

を再委託する場合は、事前に町と協議の上、承認を受けたものに限り認めるものとし、そ 
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 の範囲は次に掲げるものとします。なお、委託にあたっては、町内事業者の活用に配慮す  

るとともに、再委託先が事業運営、職員雇用等に係る関係法令に抵触しないことを確認の 

上、選定するものとします。 

 ① 施設、付属設備及び備品等の保守、点検及び検査業務 

 ② 清掃及び警備業務 

 ③ その他、町長が特に必要と認めた業務 

 

⑶ 関係法令等の遵守 

  地方自治法、児童福祉法など仕様書に示す関係法令を遵守し、事業の運営を行うことと

します。  

 

⑷ 文書の管理・保存 

業務を行うにあたり作成又は取得した文書等は、適正に管理・保存をしてください。 

なお、指定期間終了時に、町の指示に従って文書の引継ぎを行うものとします。 

 

⑸ 守秘義務 

指定管理者及びその職員は、指定管理業務の遂行にあたり、業務上知り得た情報を第三

者への漏洩や、他の目的に使用することを禁じます。また、指定期間が満了し、若しくは

指定を取り消され、その職務を退いた後も同様とします。 

 

⑹ 個人情報の保護 

業務上知り得た個人情報等については、松茂町公の施設に係る指定管理者の指定手続等

に関する条例第１３条（秘密保持義務）の規定に基づき、適切に保護されるよう必要な措

置を講じるとともに、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、及び松

茂町個人情報保護法施行条例（令和５年条例第２号）を遵守し、職員に徹底することとし

ます。 

 

⑺ 情報公開 

松茂町情報公開条例（平成１２年松茂町条例第４４号）に基づき町に情報公開請求があ

った場合、指定管理者が業務において作成又は取得した文書等で、指定管理者が保有して

いるものについては、町の請求に応じて提出しなければなりません。 

 

⑻ 環境への配慮 

指定管理者は、松茂町環境基本条例（平成１４年条例第１３号）及び松茂町廃棄物の処

理及び清掃に関する条例（昭和５５年条例第２号）に基づき、省エネルギーの徹底と温室

効果ガスの排出削減に努めるとともに、廃棄物の発生を抑制し、リサイクルの推進や適正

処理及び環境負荷の低減に配慮した物品等の調達に努めることとします。 

 

４ 指定管理者が行う業務の範囲 

⑴ クラブの運営に関する業務 
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①放課後児童健全育成事業の実施に関する業務 

 ②指定事業の実施 

 ③自主事業の実施 

⑵ クラブ施設、設備及び備品等の維持管理に関する業務 

⑶ その他の業務 

 ※以上詳細については、仕様書を参照してください。 

 

５ 組織及び人員配置 

  組織及び人員配置は、仕様書を参照してください。 

  なお、現在松茂町放課後児童クラブの職員として勤務し、今後も継続して勤務を希望す

る者については、安定・継続的な運営のため、引き続き雇用を継続するように努めてくだ

さい。 

  また、新たに職員を雇用する場合は、可能な限り町内在住者からの雇用に努めてくださ

い。 

 

６ 指定期間 

令和 ８年 ４月 １日から令和１３年 3 月 31 日まで（５年間） 

指定管理期間内であっても、関係法令や仕様書に基づいて管理運営を継続することが適

当でないと町長が認めるときは、その指定を取り消すことがあります。この場合、指定管

理者の損害に対して町は賠償を行いません。また、取消しに伴う町の損害について、指定

管理者に損害賠償を請求することがあります。 

 

７ 業務に必要な経費 

 ⑴指定管理料 

  町は、指定管理者の業務に必要な経費として、各年度の予算の範囲内において、指定管 

理者に指定管理料を支払います。 

 指定管理料については、指定管理申請者が応募に際し収支計算書に記載した金額を基本

として、町と指定管理者が締結する協定書により決定します。 

 申請者は、収支計画書を作成するにあたり、松茂町放課後児童クラブ指定管理者募集要

項（以下「募集要項」という。）及び仕様書（別添資料含む。）を参照してください。 

 

⑵利用料金 

 利用者が納付する施設の利用料金は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、

指定管理者の収入とします。利用者が納付する施設の利用料金は指定管理者の収入となり、

指定管理者の業務に必要な経費に充てることになります。 

 

⑶利用料金の減免 

 町が規定に基づき利用料金の減免を行った場合、町は、その減免によって生じた利用料

金の減収額分を指定管理料とは別に支払うものとします。 
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⑷保険の加入 

 指定管理者は、利用者の万一の傷害や施設管理上の瑕疵による事故等に対応するため、

「傷害保険」に加入し、被害者に対する迅速な対応を行うものとします。 

 

８ 申請の資格等 

 ⑴申請資格  

  以下の条件を全て満たす法人又はその他の団体（以下「法人等」という。）が、選定の 

対象となります。（個人による応募は不可） 

① 放課後児童クラブの設置目的を十分に理解し、指定期間中、安全かつ円滑にクラブ

を管理運営できる法人等で、四国内に事業の活動拠点（本店・支店・営業所等）があ

ること。また、同種業務又は類似業務の運営管理実績があること。 

※同種業務又は類似業務とは放課後児童健全育成事業、保育所、認定子ども園、幼稚

園、児童厚生施設（児童館等）障害児入所施設、児童発達支援センターなどです。 

② 法人等が地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、本町の一般競争入札の参

加を制限されていないこと。 

③ 法人等が地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定の取消しを受けた

ことがないこと。 

④ 法人等が破産、会社更生、民事再生等に関する法律の手続について、申立てがなさ

れていないこと。 

⑤ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑥ 法人等及びその役員等が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団をいう。）と関係のないこと。 

  ⑦ ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと（仮に受けている場合

には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済であること。）。 

  ⑧ その他  

本業務の選定に関与する委員等に対し、応募についての接触を禁じます。なお、接触

の事実が認められた場合は、失格になることがあります。 

 

 ⑵失格事項 

 次の要件に該当する法人等は、選定審査の対象から除外します。 

①  応募書類に虚偽の内容を記載した場合。 

 ② 要項に違反又は著しく逸脱した場合。 

 ③ 受付期間内に提出書類等が提出されなかった場合。 

 ④ 審査の結果、提案された内容が本町の求める水準を満たさないと認められる場合。 

 ⑤ その他、不正行為があった場合。 

 

９ 申請方法等 

⑴募集要項の公表及び配付期間 

  募集要項は、令和７年７月１日（火）から、町のホームページにて公表します。 

  なお、同資料は福祉課窓口においても配付を行います。（土日及び祝日は除く。） 
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  ※業務説明会の開催予定はありません。 

※下記の日程で施設見学会を行います。参加希望の方は施設見学会参加申込書（別添７）

によりお申し込みください。 

見学会日時  令和７年７月２３日（水） ９時３０分から 

集合場所   喜来児童クラブ（松茂町中喜来） 

        ※町内３施設を見学します。 

参加申込締切 令和７年７月１６日（水） 

 

⑵質問事項の受付等 

①質問事項の受付期間 

   令和７年７月１日（火）から同年７月２８日（月）午後５時まで 

   ※以降の質問事項については一切受付けることができません。 

  ②質問事項の受付方法 

   質問書（別添６）に必要事項を記入の上、電子メールにより、松茂町福祉課

（fukushi@matsushige.i-tokushima.jp）宛てに提出してください。 

  ③回答方法 

   質問内容とその回答については、随時町ホームページにて公開します。 

 

 ⑶申請書類の提出 

①受付期間 

   令和７年８月４日（月）から同年９月１日（月）まで 

   ※以降の申請については一切受付けることができません。 

②受付時間 

午前９時から午後５時まで 

  ③受付場所 

   松茂町役場 福祉課窓口 

  ④提出書類 

   松茂町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条及び松茂町公の施

設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則第４条の規定に基づき、以下の

書類を提出してください。 

 ア 指定申請書（様式第１号） 

 イ 申立書（別添１） 

 ウ 〈法人の場合〉 登記事項証明書（申請日３ヶ月以内に取得したもの） 

 〈法人以外の場合〉 団体の代表者の身分証明書 

エ 法人等の定款、寄付行為、規約その他これらに相当する書類 

オ 〈法人の場合〉 国税（法人税並びに消費税及び地方消費税）及び地方税（都道

府県民税（法人事業税及び法人都道府県民税）、町民税（法人町民税及び法人固

定資産税））の納税証明書。納税義務がない場合はその理由を記載した申立書（直

近年度分） 

〈法人以外の場合〉 当該団体の代表者の所得税及び町民税並びに固定資産税の



- 7 - 

 

納税証明書。納税義務がない場合はその理由を記載した申立書（直近年度分） 

カ 管理を行う公の施設の事業計画書（別添２） 

 ・施設の管理運営に係る基本方針等 

 ・業務の具体的実施内容 

 ・管理運営体制及び人員体制等 

キ 管理に係る収支計画書（別添３、別添３の１） 

・指定期間内の年度毎の収支予算 

ク 法人又は団体の概要（法人等の組織図や設立趣旨、業務内容等が分かる書類やパ

ンフレットなど） 

ケ 法人等の決算報告書又は決算見込書（令和 6 年度以前３ヶ年分） 

 ・現事業年度の収支予算書及び事業計画書 

コ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載された書類又はこれに相当す

る書類 

 サ 同種業務又は類似業務の運営管理の実績（別添４） 

    

   ⑤提出部数 

   正本１部、副本１部を提出してください。 

   提出資料は原則、縦Ａ４サイズとします。なお、町が必要と認める場合は、追加資料

を求めることがあります。 

   ⑥留意事項 

   ・提出された申請書類の返却は行いません。 

   ・申請及び審査に際して申請者に係る費用については、すべて申請者の負担とします。 

   ・提出した書類の記入内容の変更は、原則認めません。 

   ・申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

   ・申請書提出後、応募を辞退する場合は、辞退届（別添５）を提出してください。 

  

 

 

 

１０ 審査方法等 

 ⑴審査方法 

  指定管理者の選定は、松茂町指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）に 

おいて、書類審査及び面接（プレゼンテーション）により選定します。 

 

⑵選定基準 

 審査における各委員の採点を集計した結果、最も得点の高い応募者について、選定委員 

会において協議した上で指定管理候補者として選定します。なお、応募者が一者のみであ

っても、選定委員会の求める水準に満たない場合は、選定せず再度公募を行います。 

選定基準項目は次のとおりです。 
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選定基準項目 配点 

施設管理の基本方針及び町民の平

等な利用の確保    （１０） 

施設の管理運営に対する基本方針   ５ 

町民の平等な利用等の確保   ５  

事業計画書の内容が、施設の効用

を最大限に発揮するものであるか 

           （４０） 

施設の現状分析と改善策   ５ 

学校、家庭、地域との連携について   ５ 

指定事業・自主事業の提案  ３０ 

収支計画書は妥当なものであるか 

           （３０） 

収入の計画が適正であるか  １５ 

支出の計画が適正であるか  １５ 

事業計画に沿った管理を安定して

行う人的・物的能力があるか 

 

           （９０） 

経営状況は健全であるか  ２０ 

管理運営体制及び人員体制について  ３０  

職員の研修方針  ２０ 

放課後児童クラブや類似施設の事業実績  ２０ 

施設管理全般について 

 

           （３０） 

情報公開、個人情報保護対策  １０ 

苦情や要望等への対応 １０ 

防災・防犯等危機管理についての取組、考

え方 

 １０ 

合計 ２００ 

 

 ⑶選定結果の通知・公表 

  選定結果は、文書にて審査対象となった全応募者へ通知するとともに、町ホームページ

に掲載します。なお、審査結果の経緯及び審査内容に関する問い合わせには、一切応じま

せん。 

 

１１ 指定管理業務開始までのスケジュール予定 

令和７年 

７月１日（火） 募集要項の公開 

７月１日（火）～７月２８日（月） 質問事項の受付期間 

７月２３日（水） 施設見学会 

８月１日（金） 質問事項に対する回答（最終） 

８月４日（月）～９月１日（月） 申請書の提出期間 

９月 審査会への案内通知 

１０月 審査会の開催（プレゼンテーション、質疑） 

１１月 選定結果通知・公表 

１１月 仮協定締結 

１２月 議会における議決 

１２月 指定管理者の指定の告示 

１２月 本協定の締結 

令和８年 

４月１日（水） 指定管理者による運営管理の開始 
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１２ 指定管理者と町のリスク分担 

   指定管理者と町のリスクの分担は、仕様書を参照してください。 

 

１３ 指定管理者の指定 

   指定管理者は、松茂町議会（以下「議会」という。）の議決を経て指定管理者に指定

します。議会の議決を得られない場合は指定されません。指定管理者の指定に関する議

会の議決が得られないことにより、指定管理者の候補者に損害が生じても、町はその損

害を負担しません。 

 

１４ 協定の締結 

本業務の実施に際し、指定期間中の基本的な事項について定める「基本協定書」と 

年度ごとの事業実施に係る事項を定める「年度協定書」を取り交わすものとします。 

なお、協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合、町

と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。 

 また、指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定

を取消し、協定を締結しないことがあります。 

① 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

② 財務状況の悪化等により、指定管理業務の履行が確実でないと認められるとき。 

③ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められる

とき。 

 

１５ 管理運営状況の確認等 

⑴ 町による事業評価の実施 

町は、指定管理者の業務の遂行状況や実績等を確認するため、提出された事業計画書、

事業報告書（月次、年次含む）、利用者からの苦情・意見の内容及び事故・災害報告等を

基に、指定管理業務の評価を行い、必要な指示をするものとします。なお、指定管理者が

その指示に従わない場合は、指定の取消し、又は期間を定めて指定管理業務の一部又は全

部の停止を命じることができるものとします。また、その場合指定管理者に損害が生じて

も、町はその賠償の責めを負いませんが、町に生じた損害については、指定管理者が賠償

するものとします。 

 

 ⑵町の監査委員による監査 

  町長又は監査委員等が必要があると認める場合、指定管理者に対して帳簿書類その他の

記録の提出を求める場合があります。 

 

１６ 業務の継続が困難となった場合の措置 

  指定管理者は、業務の継続が困難となった場合、又はその恐れが生じた場合は、速やか

に町に報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。 

⑴指定管理者の責に帰すべき理由による場合 
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  指定管理者の責に帰すべき理由により事業の継続が困難となった場合、町は指定管理者

に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めることがで

きるものとします。この場合、指定管理者がその期間内に改善することができなかったと

きは、町は指定管理者の取消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じるこ

とができるものとします。なお、その場合指定管理者に損害が生じても、町はその賠償の

責めは負いませんが、町に生じた損害については、指定管理者が賠償するものとします。 

 

 ⑵その他の理由により事業の継続が困難となった場合 

  災害その他の不可抗力等で事業の継続が困難となった場合は、町及び指定管理者は業務

継続の可否について協議するものとします。この場合において、一定期間に協議が整わな

い場合、町又は指定管理者は協定を解除できるものとします。また、次期指定管理者が円

滑で支障のない施設の管理運営を遂行できるように引き継ぎを行うものとします。 

  

１７ 問い合わせ先及び申請書提出先 

   松茂町役場 福祉課 

   〒７７１－０２９５ 板野郡松茂町広島字東裏３０番地 

   電話 ０８８－６９９－８７１３ ﾌｧｸｼﾐﾘ ０８８－６９９－２１４１ 

   E-mail fukushi@matsushige.i-tokushima.jp 
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様式第1号(第4条関係) 

 

指 定 申 請 書 

 

年  月  日  

 

 松 茂 町 長  殿 

 

法 人 ・ 団 体 名                

法人・団体住所                

代 表 者                

 

 

 松茂町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第3条の規定により、次の公

の施設の指定管理者として指定を受けたいので別添書類を添えて申請します。 

 

1 施設の名称及び所在地 

施設の名称 施設の所在地 

東部児童クラブ 松茂町笹木野字八北開拓２２４番地 

松茂児童クラブ 松茂町笹木野字山上７７番地１ 

喜来児童クラブ 松茂町中喜来字前原西一番越７番地 

 

2 添付書類 

 □(1) 法人登記簿の謄本(法人の場合) 

 □(2) 団体の定款、寄付行為、規約その他これに相当する書類 

 □(3) 団体の代表者の身分証明書(法人以外の場合) 

 □(4) 国税及び地方税の納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記載した申立

書（別添１） 

 □(5) 管理を行う公の施設の事業計画書（別添２） 

 □(6) 管理に係る収支計画書（別添３、３の１、３の２） 

 □(7) 法人又は団体の概要 

 □(8) 直近の決算報告書又は決算見込書 

 □(9) 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載された書類又はこれに相当す

る書類 

 □(10) 同種業務又は類似業務の運営管理の実績（別添４） 

 

3 担当者連絡先 
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別添１ 

令和  年  月  日 

 

 松 茂 町 長  殿 

 

 

                  法人・団体名 

                  法人・団体住所 

                  代 表 者 

 

 松茂町児童クラブの指定管理者の募集に係る申込書類について、下記のとおり申し立てま

す。 

記 

□ 以下の事項のいずれにも該当しない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

（２）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の

取消しを受けたことがある者 

（３）法人等が破産法（平成１６年法律第７５号）、会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等に基づく手続きについて、申立てが

なされている者 

（４）国税及び地方税を滞納している者 

（５）法人等及びその役員等が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団をいう。）と関係がある者 

（６）労働基準法（昭和２２年法律第４９条）をはじめとする労働関係法令を遵守しない者 

 

 

 

□ 国税及び地方税の納税義務がない 

（ 理 由 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     ※ 該当する項目にレ点を記入すること。 
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別添２ 

 

管理を行う公の施設の事業計画書 

法人・団体名 

 

 

１ 施設の管理運営に係る基本方針等 
 

 

(1)施設の管理運営に係る基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)町民の平等な利用等の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記載欄が足りない場合は、別紙として添付してください。（任意様式） 
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２ 業務の具体的実施内容 
 

 

(1)施設の現状分析と改善策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)学校、家庭、地域との連携について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)指定事業の実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)自主事業の実施計画 
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(５)情報公開、個人情報保護対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６)苦情や要望等への対応方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７)防災、防犯等危機管理についての取組、考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(８)緊急時における連絡体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記載欄が足りない場合は、別紙として添付してください。（任意様式） 
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３ 管理運営体制及び人員体制等 
 

 

(1)職員配置計画及び雇用形態 

 

① 組織表（任意様式）を添付してください。 

② 別添３の２ 人員配置計画表のとおり  

 

 

(2)職員の確保計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)職員の人材育成・研修方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記載欄が足りない場合は、別紙として添付してください。（任意様式） 



別添３

法人・団体名

１　総括表

（１）収入の部 （単位：千円）

項　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

１．指定管理料

２．児童クラブ利用料

３．その他の収入

収入合計(A)

※ 詳細は収入内訳書に記載のこと。

（２）支出の部 （単位：千円）

項　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

１．人件費

２．事務費

３．施設管理費

４．指定事業費

５．自主事業費

６．その他

支出合計(B)

※ 詳細は支出内訳書に記載のこと。

（３）収支

項　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

収入合計

支出合計

収　　支

※ 消費税込みの金額を記載してください。

管理に係る収支計画書
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金額（千円） 積算根拠

１．指定管理料　　　　　　　　小計

２．児童クラブ利用料　　　　　小計

３．その他の収入　　　　　　　小計

金額（千円） 積算根拠

正規職員 別紙　人員計画表のとおり

パート・アルバイト等 別紙　人員計画表のとおり

その他 別紙　人員計画表のとおり

２．事務費　　　　　　　　　　小計

３．施設管理費　　　　　　　　小計

４．指定事業費　　　　　　　　小計

５．自主事業費　　　　　　　　小計

６．その他の経費　　　　　　　小計

　　※消費税込みの金額で記入してください。
　　※参考　　

　　※年度毎に金額が異なる場合は、すべての年度について作成してください。

令和　　年度（単年度）

人件費：職員給料、賃金、手当、社会保険料など
事務費：消耗品、食料費、印刷製本費、通信運搬費、損害保険料など

施設管理費：燃料費、光熱水費、修繕料、備品購入費、委託料など

区　　分

合　　計

合　　計

１．人件費　　　　　　　　　　小計

別添３の１

２　収支計算書の内訳

区　　分

①収入の部

②支出の部
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別添３の２

正規
ﾊﾟｰﾄ
ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

※人件費は、それぞれの職員の年間人件費見込額（法定福利費・手当等を含む一切のもの）で、その合計額は収支計画表の額と一致させてください。

　　放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）に係る加算分は、人件費の積算には含まないものとします。（別途補助金を交付）

※職種（職名）については、施設を管理運営する上で必要と思われる役職（施設長、主任、支援員、事務（経理担当）など）を記載してください。

※資格、事務経験年数等は、配置を予定する職員を想定の上記入してください。（新規採用予定含む）

※雇用形態については、該当する欄に○を記入してください。その他の場合は具体的な雇用の形態を記入してください。

　　正規雇用とは、週４０時間程度勤務し、貴団体が複数年にわたり雇用する職員とします。

　　パート、アルバイト職員は非常勤で臨時に契約する職員とします。

※欄が不足する場合は、複数枚数としてください。

-
1
9
-

人　件　費　合　計

３　人　員　配　置　計　画　表

職種（職名） 担当業務内容 資格、実務経験年数等
雇用形態

一週間の
勤務時間

人件費
（千円）
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別添４ 

 

 

同種業務又は類似業務の運営管理の実績  

１ 同種業務 

 期間 施設名 業務内容 受託先名 

1     

2     

3     

 

 

２ 類似業務 

 期間 施設名 業務内容 受託先名 

1     

2     

3     
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別添５ 

辞 退 届 

令和  年  月  日  

松 茂 町 長  殿 

 

申請者  住所 

                        名称  

                        代表者氏名          印 

 

（連絡先） 

担当者氏名 

電話番号 

FAX 番号 

メールアドレス 

 

 

令和  年  月  日付で松茂町放課後児童クラブ指定管理者指定申請書を提出しま

したが、辞退致します。 

 

（辞退理由） 
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別添６  

質 問 書 

令和  年  月  日 

松茂町役場 福祉課 行 

 

松茂町放課後児童クラブ指定管理者募集要項にもとづき、次のとおり質問書を提出します。 

法人等名   

住所   

電話番号   FAX 番号   

担当者名   メールアドレス   

項目 

〔資料名〕 募集要項 ・ 仕様書 ・ その他

（                  ）  

〔ページ ・ 項目〕 

質問内容 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※質問事項は、本様式 1 枚につき１問とし、簡潔に記載してください。 
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別添７ 

 

 

松茂町福祉課 宛 

FAX ０８８－６９９－２１４１ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ fukushi@matsushige.i-tokushima.jp 

 

施設見学会参加申込書 

 

令和7年７月２３日（水）開催の松茂町放課後児童クラブ指定管理者募集に関する

施設見学会に申し込みます。 

法人及び団体の名称 
 

所在地 
 

代表者名  

担当者氏名  

電話番号  

FAX番号  

メールアドレス  

参加人数  

参加者名 

（参加者全員） 

 

備 考 
 

 

 

 

 

 

※令和７年７月１６日午後５時までに申し込んでください。（必着） 


